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令和 8年熊本地震に係る復旧・復興支援等に関する意見書案 

 

令和 8年熊本地震に係る復旧・復興支援等に関する意見書 

 

令和 8年 7月 28日に発生した令和 8年熊本地震は熊本地方を震源とし、本市においても
震度 6強を記録するなど、大きな被害をもたらした。本市は、平成 28年熊本地震をはじめ、
コロナ禍、令和 2年 7月豪雨、令和 7年 8月豪雨と度重なる災害からの復旧・復興の途上
であったにもかかわらず、再び甚大な被害に見舞われ、市民生活及び地域経済は大変疲弊し
た状況にある。さらに、猛暑下での避難生活による災害関連死リスクの増大や感染症発生な
ど、公衆衛生上の課題も深刻化している。よって、国及び政府におかれては、被災者の生活
再建及び地域経済の早期回復を図るとともに、持続的な発展と防災・減災対策の強化を推進
するため、下記の事項について実施されるよう強く要望する。 

 

 

 

記 

 

１ 平成 28年熊本地震、コロナ禍、令和 2年 7月豪雨、令和 7年 8月豪雨、そして今回の
令和 8年熊本地震と「五重苦」ともいえる災害により疲弊した地域経済、市民生活を早急に
立て直すため、責任ある積極財政に基づき、被災者が希望をもてる財政支援を講じること 

 

２ 被災者生活再建支援制度や応急修理制度等の対象拡大と支給上限額の増額を国の責任
において財源を確保し実施すること 

 

３ 生活に欠かせないライフラインである水の確保を早急に実施するとともに、被災して
井戸水が使用できなくなった世帯が上水道に切り替えるにあたり係る費用について、井戸
等の支援と同等の財政支援を行うこと 

 

４ 住宅の応急修理や井戸等の復旧作業の長期化が想定される世帯について、みなし仮設
住宅の入居条件の緩和や入居期間の十分な確保のために、制度の運用を弾力的に行うこと 

 

５ 罹災証明書発行に必要な家屋被害認定調査や固定資産評価等の専門人材、土木・建設・
福祉等の技術職員の継続的な派遣に対する支援を行うとともに、トイレカーや仮設シャワ
ー、ランドリーカー、給水車等の配備を国の責任において推進し、自治体間における初動避
難所運営体制の格差が生じない支援体制を構築すること 




